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内 容 梗

辻田博士が求められた永久磁石の保磁力および安全率と減磁率の

をそこなわぬ粕川で,不合理な点を批判し,その修正を行った｡

保磁力助,安全率5の数値さえ代入すれば,減磁率∂(%)が計

∂=

(謡~5･6(孟戸
また,経年修jE倍率という考え方を提潔した｡

1,緒 言

計器に使用される永久磁石は従来まったく組 とかんによって設

計が行われ,根拠となる理論や一貫した基準がなかった｡辻[田寺土

はこの分野を独自で切り開き,われらに を与えられ,計器工業

に大きな貢献をされた｡

筆者ほ絶縁抵抗計の長年経過後の性能変化に関する研究を行うに

あたり,減磁に対する考察を行うことが必要になったが,原論文(1)の

ままでは計算が不便であるので,再検討を行い不合理な点の批判と

その修正を試みた｡

2.原論文(l)の概要

辻田博士は電気試験所の吉沢,昨日の両氏が稚気試験所第一部い

報に報告(2)されている積算電力計の寿命試験のデータをもとにして

第】表を計算し,安全率5と減磁率∂の関係を両対数方眼紙に書く

とほぼ一直線上に乗ることをみつけ,次式を求鬱)られた｡

∂S循=C…………………………………………………(1)

ここに,れ=2.9幸3

次に上記の磁石は保磁力600ビ(エルステッド)l勺外のタングステ

ン磁石,またほ,クローム磁石であるので,保磁力240仇および

5000eの磁石への拡張を次のごとく進められた｡

前に保磁力ガcと安全率Sの関係は

助S仰=g………………………………………………(2)

ただし,麒=3,800,例=0.763≒0.75

で示され,保磁力600β,安全率170のタングステン磁石と,保磁

力2400β,安全率32の∬S磁石とは,耐久性に関しては等仰であ

るというふうに考え,保磁力ガrTが且ノに,安全率SがS′に変っ

た場合を,(1)式と(2)式より求められた｡

∂S/ヶ乙

以上により保磁力をパラメータにする山然減磁率∂と安全ヰiSの

関係を表わす弟】図に示した平均直線群を求められた｡

3.滅磁率の計算式

前章は辻田博二l二の原論文の概要である｡以下これにつき検算お1

び修正を試みる｡

3.】(l)式の検算

第】表の数値S=70,82,128,200においてノブ=1.5%,0.85アg,

* 日立製作所日立研究所

33

へ
ご
も
樹
増
田
軽
へ
綻
皿

▲1伽〃
…
郎

概
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0.25%,0.1%以【~Fを(1)式に代入し,Cを求める｡

8 5

1.5 70

0.85 82

0,25 128

52･9

2.24×105

3.55×105

1.29×106

く0.1 200 <4.71×106

C

3.36×105

3.02×105

3.23×105

く:4.71×105

Cの平均

3.2×105

上記の∂=1.5,0,85,0.25% という数椚は,吉沢,時m両氏の積

算電力計の力命一式験の結果｢計器のM転が各員荷せ属じて,3,l,7%

および0.5%速くなった｣というデータより出ている｡すなわち,

も■効数字の少ないデータであることと,上記のように1割もCに幅
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第1表 白然滅磁率および安全率

備考:(イ)文献(1)の第1表の一部である｡

(p)E,F,G,Hは寿命試放した計器の分類で,異なる磁石が使用されて

いる｡原文には磁石の形状が記してある｡

(ハ)E計器の安全率102×2は磁気分路があるため正確に安全率を計算で

きないので,200として扱われている｡

(ニ)5=
Jm Ag

Jg Am

Jn‥…･‥=‥磁石の長さ

ヱg……………空げきの長さ

Am…………磁石の断面硫

Ag
………血空げきの断面潰

第2表 計算結果と原論文の数値との対比

があることは注意すべき事実である｡

注:一 積算電力計の円板の回転数は空げきの磁束 皮の2乗に逆

比例する｡したがって円板の回転数が3%速くなったこと

は,磁束密度がその半分である1.5%減じたことになる｡

3,2(2)式の検算

(3)式にC=3.2×105,乃=2.9,例=0.763を入れると次式をう

る｡

∂=
3.2×105×603･8 1.83×1012

(肋′)3･8(5′)2･9 (助′)3･8(5)2･9

この式に原論文中に論じられている値を代入して計算し,その計

算結果を,もとになった値と対比すると第2表となり,舞l図に

価として示されている値が大きく食い違っている｡弟1図を生かし

て,その計算式を求めるためには,なんらかの修正が必要である｡

備考:-･+ク椚=0.763≒0.75となっているが,0.75をとるとこの食い

違いはさらに大きくなることは,同様の計算で確かめてある｡

しかし,安全率5と保磁力助,初 磁率FLoと 仇,Reversible

Permeability
FErとHcを両対数方眼紙上にかくと第2図のように

ヱ必ク

第43巻 第9号

いずれも直線になり,ともに5,榊=1にて助=3,8000eの点に集

ることは辻田博士が初めてみつけられ(3),その後の研究進展に大い

に役立った画期的な事項であるので,このことを生かし,かつ｢助=

60,5=170の磁石と助=240,5=32の磁石とは耐久度に関して

等仙であるというふうに考える｣と述べられていることをもとにし

て,修正を試みる｡すなわち,

助5m=3,800

において,これらの値を入れて計算すると

助=60,S=170ならば椚=0.808

ガc=240,5=32ならば椚=0.795
平均椚=0.8

となり,(2)式のように.刑=0.763≒0.75とならない｡原論文の趣

旨を生かすためむしろ 椚=0.8と修正すべきと思う｡

3.3(3)式の検算

(3)式を求められ,その結果をすでに述べたとおり第】図にて示

されているが,図示されていないガcの値に対する計算をするため

にはその数値を求めなければならない｡

(3)式中方c=600e,乃=2.9,Cおよび研は前節で求めた3.2×

105および0.8を代入する｡ただし,多少の誤

3.62を3｡6として下記をうる｡

∂=
(3.2×105)×603･6

(助′)3･6×(S′)2･9

8.03×1011

は覚悟して乃/∽=

(ガc′)3･6×(5′)2･9

ガc′,5′は任意の保磁力および安全率であるので,以後このダッ

シュをとり,一般式とする｡

8.03×1011

ガc3･652･9

次に茸c=100以上,5=10以上の数値を扱うときの便宜をはかる

ため,(4)式を変形する｡

∂=
8.03×1011

×102･9×
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第2国 辱磁率,安全率と床磁力の関係
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念のため,この式に数値を代入して計算し,その結果

を,もとになったデータや,辻田博士が耐久度に関して

等価であるとして示されている数値と対比すれば,舞3

表のとおりで,弟2表よりも計算値がもとのデータによ

く合っている｡すなわち原論文の趣旨はそこなわれてい

ないことが明らかである｡

4.経年修正倍率

辻田博士は｢自然減磁の有様を観察すると,初めは比

較的急激に,年月を経るにしたがってしだいに緩慢に減

磁する｡この究極の滅磁量を最初の磁束量との比で表わ

したものを自然減磁率と定

上記の自然減磁率を求めた

する｣と述べられているが,

本データは,最短8箇月,

最長4年11箇月,平均4年2箇月であって,減磁を年ご

とに記録したものでほなく,その道程も不明である｡後

述するように自身で10箇月彼の滅磁を測定されている

が,これもその道程およびその後の経過もない｡測定し

にくい肺で,かつ,長年月かかる実験だけに不可能に近

い｡すなわち,4年以上は減磁しないとの 明はないの
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第3表 計算他と原論文の伯との対比

項番1～4がもとになったデータとの対比で,項番5～9は辻田博士が岡

･l咤､ずれも0.1%となり耐久度として等価であるとして示されている数伯

との対比である｡

‥●

--一一 経 過 年

第3図 滅磁過 程 のⅠ一説川1図

ヨロ

ll

であるから前章で議論した減磁率をL【究極の減磁率｣と定義するこ

とは無理があることは明らかであるっ

辻田博士の定義は第3図のOABCのような曲線で,BC部分は

水平線である｡次にこの反対に国の両線OBDのように年々同じ割

合で減磁すると考えるのはそれ以｣二に不合理で しだいに緩慢に減

磁する｣と考えるほうが妥当である∴実際はこの2線の問の

たどるであろう｡

そこで筆者は次のことを提案する｡

の減磁率∂∞というものがあり,経年変化で指数関数的にこ

れに近づくと考える｡すなわち,f年後の減敵率巌を下式にて表わ

すことにする｡

∂ム=∂∞(1-β~妄)
この式では時定数Tの選びノノで,経年変化の様相が異なってく

る｡rを小にすれば辻凹博士の考え方に近くなり,rを大にすれば

OBD碇線に近づくことは明らかである｡

若年後の減磁率は前章までに議論した減磁率Jの幾倍になるかを

修正倍率αと名づけることにする｡

｡00(トβ~与)一1_■e
1l･

′

テ

4

ナ

7

いま,かりにr=1,すなわち特定数を1年と仮定すれば,修正倍

率√rは下式のようになる｡

1-e l

l-g~4

(8)式により経過年数に対する伴の偵を計節すると弟4表を得

る｡

すなわち時定数を1年と仮定すると,4年後の滅磁率は実際的に

は究極の減磁率と考えてよいということであって,辻m博士の趣旨

ほこの辺にあることと思われる｡

第4去 時定数1年とした場合の経年修正倍率

第5表 計算による減磁率,修正減磁率と

実験値で求めた滅磁率との対比

なお,本章で述べたことは,襲づ桝こなるデータがなく,ただ考

え方の-一握実にすぎない｡

5.滅磁率計算式の適用範囲

弟】囲および本被告で求めた計算式(5)はともに保磁力月t,安

全率Sを小さくとれば,減磁率∂が100%以上になりうるものであ

る｡これは明らかに不合理である｡

計算:の基礎になった数値は助=60,∂二1.5,0.85,0.25%および

く0.1%の4点であって,求めたものは実験式であって,理論式では

ないから,これらの点をはるかに超過する値を計算することが不可

値であることを示すものである｡

次に辻l~【l博士はクロームタングステン助=750だ,低級KS磁石

ガL†=1800e,MK磁石助=3500g,安全率S=18の三磁石につ

き10箇月の実

れる｡

により求めた結果を下記のようにチェックしておら

策1図によればクロームタングステソ磁石では大幅に減磁して計

器として使いものにならぬことは一見して予知できる｡約40%減磁

することになるが,実験によれば磁束2,500マックスウェルであっ

たのが,1,700マックスウェルに減磁した｡すなわち,32%の減磁

である｡MK磁石の場合には実験の精度内では減磁は認められず,

KS磁石の場合は約1%の減磁が認められた｡しかし,実験は吉沢,

時田氏の平均4年という長年月に比し10箇月という短期間であり,

安た,測定の精度は磁束計によったから積算 力計の寿命試験の場

介よりはるかに悪く,ただおおざっばなチェックの程度である｡

これは大きな減磁率にも適用を試み,その食い

測定

この

なる｡

度とで説明されているものと受け取れる｡

いは経過年数と

験結果を(5)式と(8)式で計算してみると弟5表のように

クロームタングステン磁石について,

滅磁率∂が修正した減磁

るよに式算計ため求の∴

∂£よりも実験値によく合っているが,こ

れゆえに数十%の滅磁率まで適用できると考えることは前述した理

】flで は反対である｡

る.総括および緒言

以上の議論を総括すれば下記のとおりである｡

(1)辻田博士は保磁力助=60,75,240,350および5000eの

ものについて,減磁率∂を計算した結果を図示しておられるが,

計算数値を求めた道程に不明の点があるので議論の 程をたど

り,修正を加え,任意の保磁力助,安全率Sに対応する減磁率

∂の計算に便なる式を求めた｡
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(蓋)3'6(孟)2■9
ここに, ∂=減磁率(%)

助=保磁力(Oe)

5=安全率(無名数)

上式はあくまで実験式であるから,この

立

験式を帰紺Lたデー

タの近傍,すなわち計器として大切な数%以下の減磁率を計持す

るのに使用できるが,理論式でないから基礎になった実験の範囲

をはるかに超える値の計算には大きな誤 が伴なうものである｡

したがって計算で10%以上の大きな滅磁率が出た場合は計器とし

て使いものにならぬという判断のみをすべきで,その数値自身を

重視してはならぬものである｡

(2)経過年による修正倍率√∫という考え方を提案した｡

1-β

】 ぐ

f

J'

匹封 匝司i･召Ⅶ召[萱∃

登録新案舞522768号

評
≡∠ゝ

･l 第43巻

ここに, 才=経過年(年)

r=時定数(年)

∂∠=f年後の減磁率(%)

∂=総括(1)で計算した減磁率(%)

数年の

9号

験をしなければ,この考え方がよいのか,時定数Tを

何年にするのがよいのかはわからぬものであるが,r=1年とす

ると,辻田博士の論文の趣旨がそこなわれないものとなる｡

終りに臨みこの考察を行うにあたり激励をいただいた日立研究所

三浦倫義博士に対し厚く感

1

2

3

(

(

(

fの意を表する｡
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ウ オ
ータハンマ防止装置付チェ ックバルブ

この考案は,主バ/レブ1のスピンドル2とバイパスバルブ3のス

ピンドル4とを連結するリンク機構の一方のリソク5またほ7に,

他方のリソク6を連結するための孔13を任意数設け,バイパスノミル

ブの最大閑度(所要有効面研)を逆流量に応じて調整することがで

きるようにしたものである｡

この考案によれば,1個のバイパスバルブを使用条件に適応した

第1図
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木 幕 健三郎･岸 野 俊 雄

開度に調整することができるので,相異なる有効径のバイパスバル

ブを多数便川する場合と同一の効果を発揮させることができる｡し

たがって,従来のように多数のバイパスバルブを準備する必要がな

く,しかも佐川条件の異なるたびにバイパスバルブを取りかえるは

ん雑を防1上二することができるから非常に経済肌である｡(野村)

第2図




